
（単位：千円）

金　　額 金　　額

流　動　資　産 1,486,597 2,615,988

現 金 ・ 預 金 50,222 19,846

受 取 手 形 127,314 786,756

信 託 受 益 権 246,756 57,866

営 業 未 収 入 金 814,958 1,015,141

貯 蔵 品 1,923 293,359

前 払 費 用 8,893 116,089

繰 延 税 金 資 産 4,164 70,241

未 収 入 金 209,563 3,268

立 替 金 22,344 217,932

そ の 他 の 流 動 資 産 456 325

21,683

1,576

11,900

固　定　資　産 3,128,995

有 形 固 定 資 産 3,007,921 773,013

建 物 120,614 270,441

構 築 物 23,182 356,153

機 械 及 び 装 置 505 21,030

車 両 運 搬 具 731,931 64,065

工 具 器 具 及 び 備 品 66,069 36,020

土 地 1,593,375 25,302

有 形 リ ー ス 資 産 472,243

無 形 固 定 資 産 51,431 3,389,001

電 話 加 入 権 6,059 （純資産の部）

ソ フ ト ウ エ ア 45,157 1,219,701

水 道 施 設 利 用 権 214 95,000

投資その他の資産 69,642 1,124,701

投 資 有 価 証 券 17,453 23,750

子 会 社 株 式 9,376 1,100,951

出 資 金 7,925 80,137

長 期 差 入 保 証 金 33,360 123,500

そ の 他 の 投 資 等 1,617 897,314

貸 倒 引 当 金 △ 91 6,889

 6,889

 1,226,590

4,615,592 4,615,592

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

長 期 預 り 保 証 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

長 期 リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

短 期 リ ー ス 債 務

支 払 手 形

営 業 未 払 金

短 期 借 入 金

1年内返済予定の長期借入金

設 備 未 払 金

株 主 資 本

資　産　合　計 負債・純資産合計

貸　借　対　照　表
（平成３０年３月３１日現在）

科　　　　　　目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 負 債

科　　　　　　目

資 本 金

未 払 金

役 員 賞 与 引 当 金

未 払 費 用

預 り 金

前 受 金

負　債　合　計

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

固定資産圧縮積立金

純　資　産　合　計

繰 越 利 益 剰 余 金

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金
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（単位：千円）

7,322,071 7,322,071

6,572,702

344,990 6,917,692

404,378

1,917

18,712 20,630

10,735

2,911 13,647

411,362

6,989 6,989

11,908 11,908

　

406,443

144,716

8,337 153,053

253,389

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書

自　平成 ２９ 年 ４ 月   １ 日

至　平成 ３０ 年 ３ 月 ３１ 日

科　　　　　　　　　　　目

営 業 収 益

営 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損

そ の 他 の 特 別 損 失

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益

支 払 利 息

営 業 収 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

金　　　　　　　額

営 業 原 価

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 損 失

営 業 外 費 用

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特

別

損

益

の

部

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

経

常

損

益

の

部

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
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（単位：千円）

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

95,000 23,750 79,806 123,500 743,551

剰余金の配当 -99,296

圧縮積立金取崩 -619 619

圧縮積立金積立 950 -950

当期純利益 　　 253,389

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

　 －

0 0 330 0 153,762

95,000 23,750 80,137 123,500 897,314

970,608 1,065,608 7,108 7,108 1,072,716

剰余金の配当 -99,296 -99,296 -99,296

圧縮積立金取崩 － － －

圧縮積立金積立 － － 　 －

当期純利益 253,389 253,389 253,389

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

－ － -219 -219 -219

154,093 154,093 -219 -219 153,874

1,124,701 1,219,701 6,889 6,889 1,226,590

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本 評価・換算差額等

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

利益剰余金
合計

平成29年3月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

平成30年3月31日残高

株主資本等変動計算書

株主資本

利益剰余金

純資産合計

平成30年3月31日残高

自　平成 ２９年 ４ 月    １ 日
至　平成 ３０年 ３ 月  ３１ 日

その他利益剰余金
資本金

利益準備金

平成29年3月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計
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個別注記表 
 

継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法 

② その他の有価証券 

イ．時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

ロ．時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品 最終仕入原価法 

 

３．固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

イ．建物（平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物）及び構築物（平成 28 年 4
月 1 日以降取得した構築物）・・・法人税法に規定する定額法 

ロ．上記以外の有形固定資産・・・法人税法に規定する定率法 
ハ．耐用年数…当社グループが独自に見積もった経済的耐用年数としている。 

…上記以外の資産は法人税法に規定する方法 
② 無形固定資産…定額法 

イ．ソフトウエア（自社利用）…社内における利用可能期間（5 年）に基づく

定額法 
③ 長期前払費用…均等償却 

④ 繰延資産  …支出時に全額費用処理 

 

４．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

        売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上 

② 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負

担する額を計上 
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③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針の小規模企

業等における簡便法を適用し、退職給付に係る当事業年度末自己都合要支給額

を退職給付債務として計上 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当事業

年度末要支給額を計上 
  

５．ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理 

 

６．消費税等の会計処理 

税抜方式により処理 

 

貸借対照表に関する注記 

1. 担保資産 

建 物   81,004 千円  土 地   1,238,490 千円              
上記の物件は、１年内返済予定の長期借入金 187,647 千円、長期借入金 200,712
千円の担保に供しております。 

2. 有形固定資産の減価償却累計額     1,942,784 千円 

 3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権          ― 千円 
短期金銭債務        23,965 千円 

     長期金銭債権           ― 千円 
   4. 保証債務 

    当社の親会社である㈱ロジネットジャパンが金融機関と締結した当座貸越契約につい 

て、連帯保証を行っております。 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引 営業収益                    5,248 千円 
   営業原価         202,056 千円 
   販売費及び一般管理費     ― 千円 

   営業取引以外の取引         5,894 千円 
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株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 14,500 株 

2. 事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

 決議 株式の種類 配当金総額 
1 株当たり

配当額 
基準日 効力発生日

平成 29年 5月 10日 

定時株主総会 
普通株式 99,296 千円 6,848 円 

平成 29 年 

3 月 31 日 

平成 29 年

5月 15 日

3. 事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

平成 30 年 5 月 10 日開催の定時株主総会に、次のとおり付議しております。 

株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

普通株式 95,265 千円 利益剰余金 6,570 円 
平成 30 年 

3 月 31 日 

平成 30 年 

5 月 11 日 

 

税効果会計に関する注記 

（繰延税金資産） 

退職給付引当金           22,166 千円 

その他                7,008 

繰延税金資産合計          29,174 

（繰延税金負債） 

  土地圧縮積立金             42,396 千円 

その他有価証券時価評価       3,644 

繰延税金負債合計          46,041 

繰延税金負債の純額         16,866 

当事業年度における繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。 

流動資産―繰延税金資産   4,164 千円 

固定負債―繰延税金負債     21,030 千円 

 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

  該当事項はありません。 
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関連当事者との取引に関する注記 

1．親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の

名称 

資本金 

（千円） 

事業の

内容 

議決権の 

所 有 （ 被 所

有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額

（千円）
役員の 

兼任等 

事業上の

関係 

親会社 
㈱ﾛｼﾞﾈｯﾄ 

ｼﾞｬﾊﾟﾝ 
1,000,000 

純粋持

株会社

－% 

(100.0%) 

兼任 

1 名 
経営指導 

経営指導料の 

支払 
110,000

2．役員および個人主要株主等 

該当ありません。 

 

3．子会社等 

属性 
会社等の

名称 

資本金 

（千円） 

事業の

内容 

議決権の

所有（被所

有）割合

関係内容 
取引の

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）
役 員 の

兼任等

事 業 上

の関係

子会社 
㈱チュウ

ツウ 
55,000 

自動車

運送 

99.00% 

(―%) 

兼任 

3 名 

運送 

補完 

運送 

事業等 

202,056 
営 業 未

払金 
21,354

1 取引条件及び取引条件の決定方針等 

     取引の内容は、一般的な市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

2 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

4．兄弟会社等 

該当ありません。 

 

1 株当たり情報に関する注記 

1. 1 株当たり純資産額    84,592 円 47 銭 

2. 1 株当たり当期純利益   17,475 円 14 銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

  連結配当規制適用会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 


